
（別記）

令和 5年度士別市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題

本市の水田面積に占める主食用米面積の割合は約 27％となっている。本市の現状は、農業従事者の

高齢化や後継者不足により農家戸数や農家人口の減少が進み経営面積の増加への対応と作付面積の維

持が課題となっている。このことから比較的労働力を要しない小麦、大豆、飼料作物への偏重がみら

れ、一部の圃場では連作障害や土壌病虫害の発生がみられ、収量・品質の低下を招いている。

このような中、本市では土づくりに向けて地力増進作物の導入のほか、野菜や寒冷地域での輪作体

系上欠くことのできないてん菜やばれいしょの生産振興を図ることが重要であり、その他本地域に立

地する製糖工場等への原材料の安定供給により地域の経済発展において大きく寄与するものであり、

作付面積の維持拡大が課題となっている。また、圃場の排水性や土壌改善等の生産性向上の取組を定

着させ収量増により収益力を向上させることが地域の課題となっている。

本市においては、収益性の高い水田農業経営への転換を図るため、産地交付金を活用しながら、主

食用米と比較して面積当たりの所得が高い野菜等の高収益作物の導入を図っているが、戸当たり経営

面積の増加や労働力不足の影響で、作付面積は減少傾向にある。

増加傾向にある比較的労働力を要しない土地利用型作物等については、圃場の排水性や土壌改善等

の生産性向上の取組を推進し、収益力を向上させることが目標である。

野菜などの高収益作物にあっては、需要が増加している野菜の安定生産や、消費者ニーズに対応し

た多様な品目の作付、高品質で安定した生産による産地ブランド力の向上、地域に適応した品種の選

定・普及及び栽培技術の改善、出荷期間・販売地域の拡大などの取組を通じて特色ある産地づくりを

行うことで、他の産地に負けない統一したブランドの確立を推進する。また、スマート農業等の省

力・低コスト生産技術の導入や圃場の排水性や土壌改善等の生産性向上の取組を推進することで労働

力不足の影響緩和や収益力の向上による経営の安定化を図る。

子実用とうもろこしについては、畜産農家との連携を基本に実需者の需要や動向等を踏まえ、導入

を図る。

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標

○ブロックローテーションについて

本市では、農業従事者の高齢化や労働力不足などにより、作業の省力化が見込まれる大豆・小麦・

そばの作付が増加しており、一部の圃場では連作障害や土壌病虫害の発生が見られ、収量・品質の低

下を招いている。現状、本市における水稲を組み込んだブロックローテーション体系の実施事例は皆

無であるが、これは本市を中心とした地域の低地に泥炭土が多く分布しており、水稲後の排水性が悪

いために後作の畑作物の収量がかえって低下してしまうことが要因の 1つとして考えられる。近年、

本市では農地の大規模な基盤整備事業が行われており、事業完了後の圃場については暗渠排水の整備

により、排水性の改善が見込まれる。排水性が改善された圃場については、連作障害の改善や土壌病

虫害の発生抑制等のため、水稲を組み込んだブロックローテーションが行えないか検討を行ってい

く。

○畑地化について

水張りを組み入れない作付体系が数年以上定着し、畑作物のみを生産し続けている水田について

は、今後の水張りの意向について聴き取りを行い、水張りを行う予定がない場合には、畑地化支援を

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力
強化に向けた産地としての取組方針・目標



積極的に活用して畑地化を実施していく。その際、土地改良区の地区除外や水田地帯に畑地が点在す

るような虫食い状の畑地化、担い手への農地集積・集約化への影響などの問題が生じることが想定さ

れるため、必要に応じて関係者を交えて検討を行う。

また、本市には、農業従事者であった親族からの相続で農地を取得し、自分では農作業に従事せ

ず、基幹作業を全委託することで交付金を受けているいわゆる土地持ち非農家が存在する。そういっ

た圃場については、水田機能を有していても、今後水稲を作付けする見込みがないため、作業受託者

や近隣担い手農家、営農法人等への農地集積や畑地化を促す。

４ 作物ごとの取組方針等

約 8,700ha（不作付地を含む）の水田について、適地適作を基本として、産地交付金を有効に活用し

ながら、収益力の向上を図るものとする。

（１）主食用米

売れる米作りの徹底によって米の主産地としての地位を確保する。前年の需要動向や集荷業者

等の意向を勘案しつつ、米の生産を行う。また、中食・外食のニーズに対応した業務用米の生産

と安定取引の推進を図る。

（２）備蓄米

実需者の動向や生産の目安の配分状況等を踏まえ、導入を図る。

（３）非主食用米

近年、主食用米の需要減により本市に割り当てられる生産の目安が大幅に減少している。地域

農業者の協力により生産の目安は達成しているものの、主食用米の需給状況を勘案し、非主食用

米へのさらなる転換が必要なため推進を図る。

ア 飼料用米

実需者との契約に基づき、現行の栽培面積を基本とし、生産拡大に努める。

イ 米粉用米

実需者との契約に基づき、現行の栽培面積を基本とし、生産拡大に努める。

ウ 新市場開拓用米

本地域における適作品種や実需者の動向等を踏まえ、導入を図る。

エ WCS 用稲

本地域における適作品種や実需者の動向等を踏まえ、導入を図る。

オ 加工用米

本地域における適作品種や実需者の動向等を踏まえ、導入を図る。

（４）麦、大豆、飼料作物

排水対策や土壌改善、GPS ガイダンスの活用など生産性向上の取組を支援し収量増・低コスト化

を図る。

（５）そば、なたね

現行の栽培面積を基本としつつ、生産性向上の取組を支援し収量増を図る。

（６）地力増進作物

労働力不足の現状において、多くの労働力を要せず連作障害の緩和や後作物の収量増が見込ま

れる地力増進作物の作付を輪作体系に組み込むことで、地域の収益力の向上に寄与できるため、

作付面積を確保する。地力増進作物として位置付ける作物・専用品種は以下のとおり。

【作物・専用品種】えん麦（ヘイオーツ）、えん麦（サイヤー）、えん麦（スワン）、とうもろこ



し（緑肥用とうもろこし）、ソルガム（つちたろう）、イタリアンライグラス、ギニアグラス、

スーダングラス、赤クローバ、クリムソンクローバ、アルサイククローバ、ペルコ、シロカラ

シ（春カラシ）、シロカラシ（夏カラシ）、チャガラシ（カラジン）、レバナ、はぜりそう、マリ

ーゴールド、ひまわり（春りん蔵）、ひまわり（夏りん蔵）、へアリーベッチ（まめ屋）、ステビ

ア、ナタネ、ライ麦

（７）高収益作物

産地化による有利な供給を行うために、適地適作を推進し、他の産地に負けない統一したブラ

ンドの確立を図る。また、排水対策や土壌改善、GPS ガイダンスの活用など生産性向上の取組を支

援し、収量増・低コスト化を図る。

（８）てん菜・でん原ばれいしょ

てん菜・でん原ばれいしょについては、本地域の製造加工等他産業との関わりも大きく、農業

ひいては地域産業の発展に極めて重要であることから、省力化・低コスト化の取組を支援し作付

面積の維持拡大を図るとともに、生産性向上の取組を推進することで収益力向上を図る。



５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

2113.7 2092.9 1800.0 

124.6 92.8 0.0 

26.2 15.6 7.0 

0.8 0.7 0.8 

9.2 7.6 1.0 

0.0 2.1 0.0 

31.3 11.8 7.0 

1560.6 1650.0 1600.0 

1707.6 1750.0 1650.0 

1309.6 1250.0 1656.0 

・子実用とうもろこし 26.9 90.0 24.0 

242.5 250.0 220.0 

20.0 20.7 7.0 

381.0 373.0 300.0 

516.0 522.1 552.8 

・野菜 420.6 423.2 410.0 

・花き・花木 0.2 0.2 0.3 

・果樹 0.0 0.0 0.0 

・その他の高収益作物 95.2 98.7 142.5 

490.2 465.0 503.5 

・甜菜 485.8 460.0 501.0 

・澱原ばれいしょ 4.4 5.0 2.5 

540.7 1223.8 1223.8 

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
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作付目標面積等
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６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

作付面積 （４年度） 485ha （５年度） 501ha

生産性指数 （４年度） 1.14 （５年度） 1.2

作付面積 （４年度） 4.4ha （５年度） 2.5ha

生産性指数 （４年度） 1.64 （５年度） 1.23

作付面積 （４年度） 3,268ha （５年度） 3,250ha

生産性指数 （４年度） 1.17 （５年度） 1.2

作付面積 （４年度） 262ha （５年度） 230ha

生産性指数 （４年度） 1.6 （５年度） 1.45

作付面積 （４年度） 1,352ha （５年度） 1,660ha

生産性指数 （４年度） 1.12 （５年度） 1

作付面積 （４年度） 187ha （５年度） 860ha

取組実施率 （４年度） ─── （５年度） 200ha

作付面積 （４年度） 4,816ha （５年度） 3,800ha

実施面積 （４年度） 727ha （５年度） 730ha

飼料用米：作付面積 （４年度） 26ha （５年度） 57ha

飼料用米：複数年契約面積 （４年度） 7.1ha （５年度） 7.1ha

飼料用米：取組件数 （４年度） 1件 （５年度） 1件

米粉用米：作付面積 （４年度） 0.7ha （５年度） 0.7ha

米粉用米：複数年契約面積 （４年度） 0.7ha （５年度） 0.7ha

米粉用米：取組件数 （４年度） 1件 （５年度） 1件

作付面積 （４年度） 4,537ha （５年度） 4,500ha

実施面積 （４年度） ─── （５年度） 1,000ha

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1 てん菜
地域奨励作物助成（て
ん菜）

2 でん原ばれいしょ
地域奨励作物助成（で
ん原ばれいしょ）

3
ばれいしょ（でん原ばれい
しょを除く）

ばれいしょ作付助成 作付面積 （４年度） 91ha （５年度） 89ha

4
野菜（ばれいしょを除
く）、小豆、菜豆、えんど
う

高収益作物助成（野
菜・豆類）

作付面積 （４年度） 418ha （５年度） 405ha

5
花き、雑穀（ハトムギ、亜
麻、えごま）

高収益作物助成（花
き・雑穀）

作付面積 （４年度） 7.4ha （５年度） 50ha

6 そば、なたね そば・なたね作付助成 作付面積 （４年度） 262ha （５年度） 234ha

7 新市場開拓用米
新市場開拓用米作付助
成

作付面積 （４年度） 9ha （５年度） 9ha

8 地力増進作物 地力増進作物助成 作付面積 （４年度） 381ha （５年度） 300ha

9 麦、大豆
生産性向上加算（麦・
大豆）

10 そば、なたね
生産性向上加算（そ
ば・なたね）

11 飼料作物
生産性向上加算（飼料
作物）

12
飼料作物（2年目以上牧草に
限る）

牧草植生維持取組加算

13

麦、大豆、飼料作物（2年目
以上牧草を除く）、てん
菜、でん原ばれいしょ、野
菜、花き、雑穀、（ハトム
ギ、えごま、亜麻）、小
豆、菜豆、えんどう

堆肥施用加算

14 飼料用米、米粉用米 複数年契約加算

15
ばれいしょ（でん原ばれい
しょを除く）

ばれいしょ作付助成
（リノベ対象）

作付面積 （４年度） 91ha （５年度） 89ha

16
野菜（ばれいしょを除
く）、小豆、菜豆、えんど
う

高収益作物助成（野
菜・豆類）（リノベ対
象）

作付面積 （４年度） 418ha （５年度） 405ha

17
花き、雑穀（ハトムギ、亜
麻、えごま）

高収益作物助成（花
き・雑穀）（リノベ対
象）

作付面積 （４年度） 7.4ha （５年度） 50ha

18

麦、大豆、そば、なたね、
てん菜、でん原ばれい
しょ、野菜、花き、雑穀
（ハトムギ、えごま、亜
麻）、小豆、菜豆、えんど
う

収穫作業委託加算



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：

協議会名：

1 地域奨励作物助成（てん菜） 1 53,000 てん菜 直播栽培やＲＴＫ-GPSガイダンスの活用、土壌診断等

2 地域奨励作物助成（でん原ばれいしょ） 1 55,000 でん原ばれいしょ ＲＴＫ-GPSガイダンスの活用、土壌診断、作業委託等

3 ばれいしょ作付助成 1 55,000 ばれいしょ（でん原ばれいしょを除く） 作付面積に応じて支援

4 高収益作物助成（野菜・豆類） 1 55,000 野菜（ばれいしょを除く）、小豆、菜豆、えんどう 作付面積に応じて支援

5 高収益作物助成（花き・雑穀） 1 40,000 花き、雑穀（ハトムギ、亜麻、えごま） 作付面積に応じて支援

6 そば・なたね作付助成 1 20,000 そば、なたね 作付面積に応じて支援

7 新市場開拓用米作付助成 1 20,000 新市場開拓用米 作付面積に応じて支援

8 地力増進作物作付助成 1 20,000 地力増進作物 作付面積に応じて支援

9 生産性向上加算（麦・大豆） 1 5,000 麦、大豆 排水対策、融雪剤散布、ＲＴＫ-GPSガイダンスの活用等

10 生産性向上加算（そば・なたね） 1 2,500 そば、なたね 排水対策、融雪剤散布、ＲＴＫ-GPSガイダンスの活用等

11 生産性向上加算（飼料作物） 1 5,000 飼料作物 肥料施用、ＲＴＫ-GPSガイダンスの活用、土改材施用等

12 牧草植生維持取組加算 1 5,000 飼料作物（2年目以上牧草に限る） 1番草収穫後の追肥及び2番草の収穫、完熟たい肥の施用等

13 堆肥施用加算 1 1,000 
麦、大豆、飼料作物（2年目以上牧草を除く）、てん菜、
でん原ばれいしょ、野菜、花き、雑穀（ハトムギ、えご
ま、亜麻）、小豆、菜豆、えんどう

購入もしくは麦稈交換等により取得した堆肥の施用

14 複数年契約加算 1 6,000 飼料用米、米粉用米
複数年契約の締結（令和2年産以降3年分以上の契約、令和4年以降の新
規契約は対象外）、生産性向上のための課題に対する取組等

15 ばれいしょ作付助成（リノベ対象） 1 35,000 ばれいしょ（でん原ばれいしょを除く） 作付面積に応じて支援

16 高収益作物助成（野菜・豆類）（リノベ対象） 1 25,000 野菜（ばれいしょを除く）、小豆、菜豆、えんどう 作付面積に応じて支援

17 高収益作物助成（花き・雑穀）（リノベ対象） 1 20,000 花き、雑穀（ハトムギ、亜麻、えごま） 作付面積に応じて支援

18 収穫作業委託加算 1 1,000 
麦、大豆、そば、なたね、てん菜、でん原ばれいしょ、
野菜、花き、雑穀（ハトムギ、えごま、亜麻）、小豆、菜
豆、えんどう

収穫作業の委託

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。
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